
１　施策の位置づけ

２　施策の評価

人

人

３　主な取組

1

記号

82 5

83 5

84 5

85 5

86 5

87 5

192

2

記号

88 3

3

記号

4

記号

89 5

90 5

91 5

維持 維持 Ａ 　

心身障がい児（者）タイムケア事業負担金 住民福祉課 維持

地域生活支援給付 住民福祉課 維持

重度障がい者介護慰労金 住民福祉課 維持

維持 Ａ 　

維持 Ａ 　

維持 Ａ 　

福祉医療費医療機関事務手数料 住民福祉課 維持

福祉医療費審査集計機関事務委託料 住民福祉課 維持

重度心身障害者福祉医療給付 住民福祉課 維持

事務事業名 担当課 成果

　

　

　

　

　

　

保健医療体制の充実

維持 Ａ 　

維持 Ａ 　

総合評価

障がいのある人が適切な支援を受けることができるよう、保健医療体制の充実を図る Ａ

コスト 評価 重点化

　

維持 Ａ 　

　

障がいのある人一人一人が尊重され、自分らしく日常生活を送ることができるよう、差別の解消や
合理的配慮の推進へ向けた取組 ―

コスト 評価 重点化事務事業名 担当課 成果

　

差別の解消や合理的配慮の推進 総合評価

　

縮小 Ｂ 　障がい者施設送迎委託料 住民福祉課 維持

障がいのある子どもも健やかに成長することができるよう、教育委員会と連携を図り、障がいのあ
る子どもに対する療育、保育、教育の充実、支援体制の整備 Ｂ

コスト 評価 重点化事務事業名 担当課 成果

　

Ａ 　

障がい者自立支援給付費 住民福祉課

障がいのある子どもに対する支援の充実

維持 Ａ

維持

ソーシャルワーカー等専門職による相談窓口 住民福祉課 維持

総合評価

障がい児支援給付費 住民福祉課

コスト 評価 重点化

維持 Ａ 　

40

障がいのある人の自立や自分らしい生活の実現へ向けた支援の充実 総合評価

障がいのある人一人一人の特性に応じ、障害福祉サービスの提供や就労支援、外出支援の充実等、
自立や自分らしい生活の実現に向けた支援の充実 Ａ

障がいのある人の日
中活動系サービスの
利用者数

36 39 36 28

事務事業名 担当課 成果

地域生活支援事業委託料 住民福祉課 維持

2

住民福祉課

R4 R5 R6

障がいのある人の一
般就労への移行者数

0 0 0 1

指標（ＫＰＩ）
単
位

基準値 達成値 目標値
担当課

H30 R1 R2 R3

（様式２） 令和４年度　施策評価シート

基本戦略 ２．一人一人が活躍できる村をつくります

重点目標 ５．誰もが活躍できる社会環境づくり

主要施策 ５－２．障がいにかかわらず自分らしい生活や活躍ができる社会環境をつくります



４-１　施策の評価・検証　（住民福祉課）

４-２　施策の評価・検証　（教育委員会）

事業構成の適正
障がいのある子どもの健やかな成長を支援するため関係機関と連携を図り、支援体制
の整備を推進する。

事業の重点化
療育機関との連携を図り推進していく。

事業構成の適正

医療費の経済的な負担軽減や相談窓口の設置、自分らしく生活できるよう支援を行っ
ている。障がいのある子どもや家族を支援するため、子育て包括支援センターや学校
等関係機関との連携、また放課後支援等を行う。

事業の重点化
地域で支える体制づくりには限界があり、また村単独では困難な事例については、広
域的に支援できる体制づくりを継続して進める。

評価視点 評価コメント

評価視点 評価コメント



【朝日村第６次総合戦略】 5 2 1

：

：

：

【事業の実績】 Ｄｏ

【事業の評価】 Ｃｈｅｃｋ 【事業の改善・方向性】 Ａｃｔｉｏｎ

④ ② ➀

③ ⑤

⑥

⑦

【事業の計画】 Ｐｌａｎ

委託料細節名称地域生活支援事業委託料

担当者 係長

Ａ

Ａ

Ａ

Ａ

Ａ

②松本圏域相談支援事業委託料 771,000 ②

活動指標

事業費

➀移動支援・日中一時支援委託料 3,605,000 ➀移動支援・日中一時支援委託料 2,823,000

予算科目 款 '03 項 '01 目

手 段 相談支援・移動支援・日中一時支援等相談支援センターや事業所に委託をして行う

事務事業の
主な業務

令和２年度 事業費 令和３年度 事業費 令和４年度

②松本圏域相談支援事業委託料 889,000

2 年度 所 管 課

③ ③ ③

基本戦略 ２．一人一人が活躍できる村をつくります

重点目標 ５．誰もが活躍できる社会環境づくり

主要施策 ５－２．障がいにかかわらず自分らしい生活や活躍ができる社会環境をつくります

対 象 身体障がい者・知的障がい者・精神障がい者・難病等患者・障がい児 補助単独 補助

住民福祉課

事 業 名 称

概 要

目 的
障がいのある人が能力や適性に応じ自立した日常生活が送れるよう身近な市町村を中心として支
援する

経費区分 経常

'03 開始年度

新/継 継続

目 標 障がい児・者の自立した日常生活の支援

➀

1,936
（
内
訳

）

国 県 支 出 金

④ ④ ④

目標実績値 単位

そ の 他 特 財

一 般 財 源 2,558 一 般 財 源 654 一 般 財 源

（
内
訳

）

国 県 支 出 金

地 方 債 地 方 債 地 方 債

そ の 他 特 財

国 県 支 出 金

・事業の休止・廃止した場合の影響 維持 ✔

効率性

・経費は適正、必要最小限であるか

財源

（千円）

決算額 決算額 決算額

（
内
訳

）

2,940

単位 単位

そ の 他 特 財

取組内容
と成果

地域で生活する障がい児・者のニーズに合わせ
て必要な事業を行うことが出来た。

地域で生活する障がい児・者のニーズに合わせ
て必要な事業を行うことが出来た。

・行政が行う必要の度合い 縮小

課題

区分 項目 今後の方向性

評
価
の
視
点

必要性

・目標達成等により、必要性が希薄

成
果

拡大

・最良の手段・手法であるか 皆減 縮小 維持 拡大

・他事業との連携・調整は図られているか

休止・廃止

コスト

Ａ

A：計画どおりに事業を進めることが適当

Ａ Ａ協働性

・住民等への協力・理解が図られているか B：事業の進め方の改善の検討

・住民等との役割分担がされているか

妥当性

・他計画との整合性はあるか 総合評価

・受益者負担の有無、適正であるか 区分 担当者 係長

・特定の個人・団体へ受益が偏っていないか

Ａ

Ａ

C：事業規模・内容・主体の見直し検討

・民間等へ移管可能か、検討されているか D：事業の統合・休廃止の検討

0

（
内
訳

）

国 県 支 出 金 1,650
（
内
訳

）

国 県 支 出 金
（
内
訳

）

財源

（千円）

予算額 4,500 予算額 0 予算額

地 方 債 地 方 債 地 方 債

82令和４年度　事務事業評価シート
（様式１）

国 県 支 出 金

一 般 財 源 2,850 一 般 財 源 一 般 財 源

そ の 他 特 財 そ の 他 特 財

年度 令和４年度 令和５年度 令和６年度

そ の 他 特 財

事業内容

現状を維持し事業を継続していく。 現状を維持し事業を継続していく。

単位目標値 単位 単位



【朝日村第６次総合戦略】 5 2 1

：

：

：

【事業の実績】 Ｄｏ

【事業の評価】 Ｃｈｅｃｋ 【事業の改善・方向性】 Ａｃｔｉｏｎ

④ ② ➀

③ ⑤

⑥

⑦

【事業の計画】 Ｐｌａｎ

負担金細節名称心身障がい児（者）タイムケア事業負担金

担当者 係長

Ａ

Ａ

Ａ

Ａ

Ａ

② ②

活動指標

事業費

➀タイムケア事業負担金 81,000 ➀タイムケア事業負担金 79,000

予算科目 款 '03 項 '01 目

手 段 家族に代わって障がい児者を一時的に介護する登録介護者に負担金を支払う

事務事業の
主な業務

令和２年度 事業費 令和３年度 事業費 令和４年度

②

2 年度 所 管 課

③ ③ ③

基本戦略 ２．一人一人が活躍できる村をつくります

重点目標 ５．誰もが活躍できる社会環境づくり

主要施策 ５－２．障がいにかかわらず自分らしい生活や活躍ができる社会環境をつくります

対 象 在宅の身体障がい児者・知的障がい児者・精神障がい児者 補助単独 補助

住民福祉課

事 業 名 称

概 要

目 的
障がい児・者を家庭において一時的に介護できない場合に登録介護者が時間単位で介護サービスを提供し家族の介護負担を軽
減する

経費区分 経常

'03 開始年度

新/継 継続

目 標 家族の介護負担を軽減する

➀

37
（
内
訳

）

国 県 支 出 金

④ ④ ④

目標実績値 単位

そ の 他 特 財

一 般 財 源 44 一 般 財 源 40 一 般 財 源

（
内
訳

）

国 県 支 出 金

地 方 債 地 方 債 地 方 債

そ の 他 特 財

国 県 支 出 金

・事業の休止・廃止した場合の影響 維持 ✔

効率性

・経費は適正、必要最小限であるか

財源

（千円）

決算額 決算額 決算額

（
内
訳

）

39

単位 単位

そ の 他 特 財

取組内容
と成果

家族以外の介護者に一時的に介護を依頼するこ
とにより、家族が急用時等に安心して預けること
ができ、介護負担軽減が図られた。

家族以外の介護者に一時的に介護を依頼するこ
とにより、家族が急用時等に安心して預けること
ができ、介護負担軽減が図られた。

・行政が行う必要の度合い 縮小

課題

サービスの周知を積極的に行いたい サービスの周知を積極的に行いたい

区分 項目 今後の方向性

評
価
の
視
点

必要性

・目標達成等により、必要性が希薄

成
果

拡大

・最良の手段・手法であるか 皆減 縮小 維持 拡大

・他事業との連携・調整は図られているか

休止・廃止

コスト

Ａ

A：計画どおりに事業を進めることが適当

Ａ Ａ協働性

・住民等への協力・理解が図られているか B：事業の進め方の改善の検討

・住民等との役割分担がされているか

妥当性

・他計画との整合性はあるか 総合評価

・受益者負担の有無、適正であるか 区分 担当者 係長

・特定の個人・団体へ受益が偏っていないか

Ｂ

Ａ

C：事業規模・内容・主体の見直し検討

・民間等へ移管可能か、検討されているか D：事業の統合・休廃止の検討

0

（
内
訳

）

国 県 支 出 金 50
（
内
訳

）

国 県 支 出 金
（
内
訳

）

財源

（千円）

予算額 100 予算額 0 予算額

地 方 債 地 方 債 地 方 債

83令和４年度　事務事業評価シート
（様式１）

国 県 支 出 金

一 般 財 源 50 一 般 財 源 一 般 財 源

そ の 他 特 財 そ の 他 特 財

年度 令和４年度 令和５年度 令和６年度

そ の 他 特 財

事業内容

在宅の障害児者を家庭において急用等で一時的
に介護できない場合に家族に代わり予め登録さ
れた介護者が時間単位で介護サービスを提供す
る。希望者にはサービスを提供できるよう事業を
継続していく。

在宅の障害児者を家庭において急用等で一時的
に介護できない場合に家族に代わり予め登録さ
れた介護者が時間単位で介護サービスを提供す
る。希望者にはサービスを提供できるよう事業を
継続していく。

単位目標値 単位 単位



【朝日村第６次総合戦略】 5 2 1

：

：

：

【事業の実績】 Ｄｏ

【事業の評価】 Ｃｈｅｃｋ 【事業の改善・方向性】 Ａｃｔｉｏｎ

④ ② ➀

③ ⑤

⑥

⑦

【事業の計画】 Ｐｌａｎ

扶助費細節名称地域生活支援給付

担当者 係長

Ａ

Ａ

Ａ

Ａ

Ａ

② ②

活動指標

事業費

➀日常生活用具給付費 557,000 ➀日常生活用具給付費 688,000

予算科目 款 '03 項 '01 目

手 段 申請を受け付け、審査認定後支給決定をする。所得に応じた利用者負担額がある。

事務事業の
主な業務

令和２年度 事業費 令和３年度 事業費 令和４年度

②

2 年度 所 管 課

③ ③ ③

基本戦略 ２．一人一人が活躍できる村をつくります

重点目標 ５．誰もが活躍できる社会環境づくり

主要施策 ５－２．障がいにかかわらず自分らしい生活や活躍ができる社会環境をつくります

対 象 身体障害者手帳または療育手帳所持の障がい児・者・難病患者で給付条件に該当する人 補助単独 補助

住民福祉課

事 業 名 称

概 要

目 的
障がいのある人等に自立生活支援用具等日常生活用具の給付を行い、日常生活上の困難を改善し社会参加を
促進する

経費区分 経常

'03 開始年度

新/継 継続

目 標 障がい児・者の日常生活の困難を改善し社会参加を促進する。

➀

234
（
内
訳

）

国 県 支 出 金

④ ④ ④

目標実績値 単位

そ の 他 特 財

一 般 財 源 323 一 般 財 源 688 一 般 財 源

（
内
訳

）

国 県 支 出 金

地 方 債 地 方 債 地 方 債

そ の 他 特 財

国 県 支 出 金

・事業の休止・廃止した場合の影響 維持 ✔

効率性

・経費は適正、必要最小限であるか

財源

（千円）

決算額 決算額 決算額

（
内
訳

）

単位 単位

そ の 他 特 財

取組内容
と成果

障がい者の日常生活に必要な用具の給付を行
い、障害による困難さの改善と社会参加を促進
することが出来た。

障がい者の日常生活に必要な用具の給付を行
い、障害による困難さの改善と社会参加を促進
することが出来た。

・行政が行う必要の度合い 縮小

課題

区分 項目 今後の方向性

評
価
の
視
点

必要性

・目標達成等により、必要性が希薄

成
果

拡大

・最良の手段・手法であるか 皆減 縮小 維持 拡大

・他事業との連携・調整は図られているか

休止・廃止

コスト

Ａ

A：計画どおりに事業を進めることが適当

Ａ Ａ協働性

・住民等への協力・理解が図られているか B：事業の進め方の改善の検討

・住民等との役割分担がされているか

妥当性

・他計画との整合性はあるか 総合評価

・受益者負担の有無、適正であるか 区分 担当者 係長

・特定の個人・団体へ受益が偏っていないか

Ａ

Ａ

C：事業規模・内容・主体の見直し検討

・民間等へ移管可能か、検討されているか D：事業の統合・休廃止の検討

0

（
内
訳

）

国 県 支 出 金 252
（
内
訳

）

国 県 支 出 金
（
内
訳

）

財源

（千円）

予算額 600 予算額 0 予算額

地 方 債 地 方 債 地 方 債

84令和４年度　事務事業評価シート
（様式１）

国 県 支 出 金

一 般 財 源 348 一 般 財 源 一 般 財 源

そ の 他 特 財 そ の 他 特 財

年度 令和４年度 令和５年度 令和６年度

そ の 他 特 財

事業内容

同様に継続して日常生活用具の給付を行ってい
く。

同様に継続して日常生活用具の給付を行ってい
く。

単位目標値 単位 単位



【朝日村第６次総合戦略】 5 2 1

：

：

：

【事業の実績】 Ｄｏ

【事業の評価】 Ｃｈｅｃｋ 【事業の改善・方向性】 Ａｃｔｉｏｎ

④ ② ➀

③ ⑤

⑥

⑦

【事業の計画】 Ｐｌａｎ

扶助費細節名称重度障がい者介護慰労金

担当者 係長

Ａ

Ａ

Ａ

Ａ

Ａ

② ②

活動指標

事業費

➀介護慰労金 90,000 ➀介護慰労金 120,000

予算科目 款 '03 項 '01 目

手 段 介護者に一人1ヶ月5,000円を年に2回に分けて支給する（1ヶ月の介護日数が15日以下の場合は半額とする）

事務事業の
主な業務

令和２年度 事業費 令和３年度 事業費 令和４年度

②

2 年度 所 管 課

③ ③ ③

基本戦略 ２．一人一人が活躍できる村をつくります

重点目標 ５．誰もが活躍できる社会環境づくり

主要施策 ５－２．障がいにかかわらず自分らしい生活や活躍ができる社会環境をつくります

対 象 朝日村に1年以上住所を有し重度心身障害者と同居し継続して在宅で介護をしている人 補助単独 単独

住民福祉課

事 業 名 称

概 要

目 的
在宅で重度の障がいがある方を介護している家族に対して日頃の労を労い激励するため慰労金を
支給する

経費区分 経常

'03 開始年度

新/継 継続

目 標 重度障がい者を在宅で介護している人の労をねぎらう。

➀

（
内
訳

）

国 県 支 出 金

④ ④ ④

目標実績値 単位

そ の 他 特 財

一 般 財 源 90 一 般 財 源 120 一 般 財 源

（
内
訳

）

国 県 支 出 金

地 方 債 地 方 債 地 方 債

そ の 他 特 財

国 県 支 出 金

・事業の休止・廃止した場合の影響 維持 ✔

効率性

・経費は適正、必要最小限であるか

財源

（千円）

決算額 決算額 決算額

（
内
訳

）

単位 単位

そ の 他 特 財

取組内容
と成果

重度の障がい児・者を介護している方の励みに
なっている。

重度の障がい児・者を介護している方の励みに
なっている。

・行政が行う必要の度合い 縮小

課題

区分 項目 今後の方向性

評
価
の
視
点

必要性

・目標達成等により、必要性が希薄

成
果

拡大

・最良の手段・手法であるか 皆減 縮小 維持 拡大

・他事業との連携・調整は図られているか

休止・廃止

コスト

Ａ

A：計画どおりに事業を進めることが適当

Ａ Ａ協働性

・住民等への協力・理解が図られているか B：事業の進め方の改善の検討

・住民等との役割分担がされているか

妥当性

・他計画との整合性はあるか 総合評価

・受益者負担の有無、適正であるか 区分 担当者 係長

・特定の個人・団体へ受益が偏っていないか

Ａ

Ａ

C：事業規模・内容・主体の見直し検討

・民間等へ移管可能か、検討されているか D：事業の統合・休廃止の検討

0

（
内
訳

）

国 県 支 出 金
（
内
訳

）

国 県 支 出 金
（
内
訳

）

財源

（千円）

予算額 100 予算額 0 予算額

地 方 債 地 方 債 地 方 債

85令和４年度　事務事業評価シート
（様式１）

国 県 支 出 金

一 般 財 源 100 一 般 財 源 一 般 財 源

そ の 他 特 財 そ の 他 特 財

年度 令和４年度 令和５年度 令和６年度

そ の 他 特 財

事業内容

継続して慰労金の対象者に支給を行っていく。

単位目標値 単位 単位



【朝日村第６次総合戦略】 5 2 1

：

：

：

【事業の実績】 Ｄｏ

【事業の評価】 Ｃｈｅｃｋ 【事業の改善・方向性】 Ａｃｔｉｏｎ

④ ② ➀

③ ⑤

⑥

⑦

【事業の計画】 Ｐｌａｎ

扶助費細節名称障がい者自立支援給付費

担当者 係長

Ａ

Ａ

Ａ

Ａ

Ａ

②障がい者医療費 3,675,000 ②

活動指標

事業費

➀障がい者自立支援給付費 123,478,000 ➀障がい者自立支援給付費 105,834,000

予算科目 款 '03 項 '01 目

手 段
障害支援区分の認定によりサービスの必要性を判定しサービス等利用計画の提出を経て支給決定したサービスを利用する。国保

連合会を通して事業所に給付費を支払う

事務事業の
主な業務

令和２年度 事業費 令和３年度 事業費 令和４年度

②障がい者医療費 1,598,000

2 年度 所 管 課

③補装具費 2,307,000 ③補装具費 59,000 ③

基本戦略 ２．一人一人が活躍できる村をつくります

重点目標 ５．誰もが活躍できる社会環境づくり

主要施策 ５－２．障がいにかかわらず自分らしい生活や活躍ができる社会環境をつくります

対 象 身体障害者・知的障害者・精神障害者・難病等患者 補助単独 補助

住民福祉課

事 業 名 称

概 要

目 的
障害者総合支援法に基づき、障害福祉サービスを利用することで障がい者の自立生活の支援や日中活動の場の提供を行い生活

能力や就労能力の維持向上を図る
経費区分 経常

'03 開始年度

新/継 継続

目 標 障がい者の日常生活の支援をする

➀

95,537
（
内
訳

）

国 県 支 出 金

④ ④ ④

目標実績値 単位

そ の 他 特 財

一 般 財 源 31,846 一 般 財 源 109,568 一 般 財 源

（
内
訳

）

国 県 支 出 金

地 方 債 地 方 債 地 方 債

そ の 他 特 財

国 県 支 出 金

・事業の休止・廃止した場合の影響 維持 ✔

効率性

・経費は適正、必要最小限であるか

財源

（千円）

決算額 決算額 決算額

（
内
訳

）

82,119

単位 単位

そ の 他 特 財

取組内容
と成果

障がい者に必要な介護給付・訓練給付がサービ
ス利用計画に基づき支給決定され、また障害者
の医療費と補装具の支給について、自己負担額
を軽減し自立した生活を送る支援をすることが出
来た。

障がい者に必要な介護給付・訓練給付がサービ
ス利用計画に基づき支給決定され、また障害者
の医療費と補装具の支給について、自己負担額
を軽減し自立した生活を送る支援をすることが出
来た。

・行政が行う必要の度合い 縮小

課題

区分 項目 今後の方向性

評
価
の
視
点

必要性

・目標達成等により、必要性が希薄

成
果

拡大

・最良の手段・手法であるか 皆減 縮小 維持 拡大

・他事業との連携・調整は図られているか

休止・廃止

コスト

Ａ

A：計画どおりに事業を進めることが適当

Ａ Ａ協働性

・住民等への協力・理解が図られているか B：事業の進め方の改善の検討

・住民等との役割分担がされているか

妥当性

・他計画との整合性はあるか 総合評価

・受益者負担の有無、適正であるか 区分 担当者 係長

・特定の個人・団体へ受益が偏っていないか

Ａ

Ａ

C：事業規模・内容・主体の見直し検討

・民間等へ移管可能か、検討されているか D：事業の統合・休廃止の検討

0

（
内
訳

）

国 県 支 出 金 95,250
（
内
訳

）

国 県 支 出 金
（
内
訳

）

財源

（千円）

予算額 127,000 予算額 0 予算額

地 方 債 地 方 債 地 方 債

86令和４年度　事務事業評価シート
（様式１）

国 県 支 出 金

一 般 財 源 31,750 一 般 財 源 一 般 財 源

そ の 他 特 財 そ の 他 特 財

年度 令和４年度 令和５年度 令和６年度

そ の 他 特 財

事業内容

同様の内容で事業を継続していく。 同様の内容で事業を継続していく。

単位目標値 単位 単位



【朝日村第６次総合戦略】 5 2 1

：

：

：

【事業の実績】 Ｄｏ

【事業の評価】 Ｃｈｅｃｋ 【事業の改善・方向性】 Ａｃｔｉｏｎ

④ ② ➀

③ ⑤

⑥

⑦

【事業の計画】 Ｐｌａｎ

単位目標値 単位 単位

87令和４年度　事務事業評価シート
（様式１）

国 県 支 出 金

一 般 財 源 2,400 一 般 財 源 一 般 財 源

そ の 他 特 財 そ の 他 特 財

年度 令和４年度 令和５年度 令和６年度

そ の 他 特 財

事業内容

療育の必要な障がい児が増えていく見込みであ
るため障がい児支援給付費も増加していく。子育
て支援係と連携し必要なサービスが利用できるよ
うにしていく。

療育の必要な障がい児が増えていく見込みであ
るため障がい児支援給付費も増加していく。子育
て支援係と連携し必要なサービスが利用できるよ
うにしていく。

財源

（千円）

予算額 9,600 予算額 0 予算額

地 方 債 地 方 債 地 方 債

0

（
内
訳

）

国 県 支 出 金 7,200
（
内
訳

）

国 県 支 出 金
（
内
訳

）

A：計画どおりに事業を進めることが適当

Ａ Ａ協働性

・住民等への協力・理解が図られているか B：事業の進め方の改善の検討

・住民等との役割分担がされているか

妥当性

・他計画との整合性はあるか 総合評価

・受益者負担の有無、適正であるか 区分 担当者 係長

・特定の個人・団体へ受益が偏っていないか

Ａ

Ａ

C：事業規模・内容・主体の見直し検討

・民間等へ移管可能か、検討されているか D：事業の統合・休廃止の検討

・最良の手段・手法であるか 皆減 縮小 維持 拡大

・他事業との連携・調整は図られているか

休止・廃止

コスト

Ａ

・行政が行う必要の度合い 縮小

課題

区分 項目 今後の方向性

評
価
の
視
点

必要性

・目標達成等により、必要性が希薄

成
果

拡大

・事業の休止・廃止した場合の影響 維持 ✔

効率性

・経費は適正、必要最小限であるか

財源

（千円）

決算額 決算額 決算額

（
内
訳

）

5,865

単位 単位

そ の 他 特 財

取組内容
と成果

子育て支援課と連携して療育の必要な障がい児
に早期に適切な療育を受けるように支援すること
が出来た。

子育て支援課と連携して療育の必要な障がい児
に早期に適切な療育を受けるように支援すること
が出来た。

目標実績値 単位

そ の 他 特 財

一 般 財 源 1,556 一 般 財 源 7,862 一 般 財 源

（
内
訳

）

国 県 支 出 金

地 方 債 地 方 債 地 方 債

そ の 他 特 財

国 県 支 出 金

➀

4,671
（
内
訳

）

国 県 支 出 金

④ ④ ④

基本戦略 ２．一人一人が活躍できる村をつくります

重点目標 ５．誰もが活躍できる社会環境づくり

主要施策 ５－２．障がいにかかわらず自分らしい生活や活躍ができる社会環境をつくります

対 象 18歳までの障がいのある児童 補助単独 補助

住民福祉課

事 業 名 称

概 要

目 的
児童福祉法による18歳までの障がい児を対象とするサービスの給付費。身近な地域で適切な支援を受けることにより就学前の療

育の場と、就学中の児童の居場所づくりと自立を促進する。
経費区分 経常

'03 開始年度

新/継 継続

目 標 障がい児の発達を支援する。

予算科目 款 '03 項 '01 目

手 段
サービス利用希望の保護者は村に申請しサービス等利用計画を経て支給決定を受け、利用する施設と契約を結び利用する。村は

国保連合会を通して給付費の支払いを行う。

事務事業の
主な業務

令和２年度 事業費 令和３年度 事業費 令和４年度

②

2 年度 所 管 課

③ ③ ③

扶助費細節名称障がい児支援給付費

担当者 係長

Ａ

Ａ

Ａ

Ａ

Ａ

② ②

活動指標

事業費

➀障がい児支援給付費 6,227,000 ➀障がい児支援給付費 7,862,000



【朝日村第６次総合戦略】 ### ### ###

：

：

：

【事業の実績】 Ｄｏ

【事業の評価】 Ｃｈｅｃｋ 【事業の改善・方向性】 Ａｃｔｉｏｎ

④ ② ➀

③ ⑤

⑥

⑦

【事業の計画】 Ｐｌａｎ

住民福祉課細節名称ソーシャルワーカー等専門職による相談窓口

担当者 係長

Ａ

Ａ

Ａ

Ａ

Ａ

② ②

活動指標

事業費

➀相談窓口の開設 ➀相談窓口の開設

予算科目 款 ゼロ予算 項 0 目

手 段 随時相談窓口の開設

事務事業の
主な業務

令和２年度 事業費 令和３年度 事業費 令和４年度

②

2 年度 所 管 課

③ ③ ③

基本戦略 ２．一人一人が活躍できる村をつくります

重点目標 ５．誰もが活躍できる社会環境づくり

主要施策 ５－２．障がいにかかわらず自分らしい生活や活躍ができる社会環境をつくります

対 象 障がいのある人 補助単独 0

住民福祉課

事 業 名 称

概 要

目 的 障害のある人の自立や、自分らしい生活が実現できる 経費区分 0

0 開始年度

新/継 新規

目 標

➀

（
内
訳

）

国 県 支 出 金

④ ④ ④

目標実績値 単位

そ の 他 特 財

一 般 財 源 0 一 般 財 源 0 一 般 財 源

（
内
訳

）

国 県 支 出 金

地 方 債 地 方 債 地 方 債

そ の 他 特 財

国 県 支 出 金

・事業の休止・廃止した場合の影響 維持

効率性

・経費は適正、必要最小限であるか

財源

（千円）

決算額 決算額 決算額

（
内
訳

）

単位 単位

そ の 他 特 財

取組内容
と成果

随時相談対応実施中。 随時相談対応実施中。

・行政が行う必要の度合い 縮小

課題

コロナ禍で相談件数が増加しており、支援者のマ
ンパワーが不足する可能性がある。

コロナ禍で相談件数が増加しており、支援者のマ
ンパワーが不足する可能性がある。

区分 項目 今後の方向性

評
価
の
視
点

必要性

・目標達成等により、必要性が希薄

成
果

拡大

・最良の手段・手法であるか 皆減 縮小 維持 拡大

・他事業との連携・調整は図られているか

休止・廃止

コスト

Ａ

A：計画どおりに事業を進めることが適当

Ａ Ａ協働性

・住民等への協力・理解が図られているか B：事業の進め方の改善の検討

・住民等との役割分担がされているか

妥当性

・他計画との整合性はあるか 総合評価

・受益者負担の有無、適正であるか 区分 担当者 係長

・特定の個人・団体へ受益が偏っていないか

Ｂ

Ａ

C：事業規模・内容・主体の見直し検討

・民間等へ移管可能か、検討されているか D：事業の統合・休廃止の検討

0

（
内
訳

）

国 県 支 出 金
（
内
訳

）

国 県 支 出 金
（
内
訳

）

財源

（千円）

予算額 0 予算額 0 予算額

地 方 債 地 方 債 地 方 債

192令和４年度　事務事業評価シート
（様式１）

国 県 支 出 金

一 般 財 源 一 般 財 源 一 般 財 源

そ の 他 特 財 そ の 他 特 財

年度 令和４年度 令和５年度 令和６年度

そ の 他 特 財

事業内容

・随時相談の継続 ・随時相談の継続

単位目標値 単位 単位

※ゼロ予算事業については、成果の

み方向性を検討してください。（コスト

は不要）



【朝日村第６次総合戦略】 5 2 2

：

：

：

【事業の実績】 Ｄｏ

【事業の評価】 Ｃｈｅｃｋ 【事業の改善・方向性】 Ａｃｔｉｏｎ

④ ② ➀

③ ⑤

⑥

⑦

【事業の計画】 Ｐｌａｎ

委託料細節名称障がい者施設送迎委託料

担当者 係長

Ｂ

Ｂ

Ａ

Ｂ

Ｂ

② ②

活動指標

事業費

➀委託料 773,000 ➀委託料 663,000

予算科目 款 '03 項 '01 目

手 段
令和3年度より松養のバスで役場まで送迎開始。役場から迎えのみ社会福祉協議会に委託する（送りは村のス
クールバスにて対応）

事務事業の
主な業務

令和２年度 事業費 令和３年度 事業費 令和４年度

②

2 年度 所 管 課

③ ③ ③

基本戦略 ２．一人一人が活躍できる村をつくります

重点目標 ５．誰もが活躍できる社会環境づくり

主要施策 ５－２．障がいにかかわらず自分らしい生活や活躍ができる社会環境をつくります

対 象 松本養護学校へ通う生徒で通学支援希望者 補助単独 単独

住民福祉課

事 業 名 称

概 要

目 的 松本養護学校へ通う生徒の通学を支援し、本人の自立支援と家族の就労支援と負担軽減を図る 経費区分 経常

'03 開始年度

新/継 継続

目 標 松本養護学校へ通う生徒の自力通学を支援する。

➀

（
内
訳

）

国 県 支 出 金

④ ④ ④

目標実績値 単位

そ の 他 特 財

一 般 財 源 773 一 般 財 源 663 一 般 財 源

（
内
訳

）

国 県 支 出 金

地 方 債 地 方 債 地 方 債

そ の 他 特 財

国 県 支 出 金

・事業の休止・廃止した場合の影響 維持 ✔

効率性

・経費は適正、必要最小限であるか

財源

（千円）

決算額 決算額 決算額

（
内
訳

）

単位 単位

そ の 他 特 財

取組内容
と成果

松本養護学校へ通学する生徒の家族の負担軽
減と本人の自力通学を支援することが出来た。

松本養護学校へ通学する生徒の家族の負担軽
減と本人の自力通学を支援することが出来た。

・行政が行う必要の度合い 縮小

課題

放課後にじいろキッズを利用する場合は、松養の
バスに中央公民館まで送ってもらえれば社協へ
の委託料が減額になる。

区分 項目 今後の方向性

評
価
の
視
点

必要性

・目標達成等により、必要性が希薄

成
果

拡大

・最良の手段・手法であるか 皆減 縮小 維持 拡大

・他事業との連携・調整は図られているか

休止・廃止

コスト

Ｂ

A：計画どおりに事業を進めることが適当

Ｂ Ｂ協働性

・住民等への協力・理解が図られているか B：事業の進め方の改善の検討

・住民等との役割分担がされているか

妥当性

・他計画との整合性はあるか 総合評価

・受益者負担の有無、適正であるか 区分 担当者 係長

・特定の個人・団体へ受益が偏っていないか

Ｂ

Ａ

C：事業規模・内容・主体の見直し検討

・民間等へ移管可能か、検討されているか D：事業の統合・休廃止の検討

0

（
内
訳

）

国 県 支 出 金
（
内
訳

）

国 県 支 出 金
（
内
訳

）

財源

（千円）

予算額 600 予算額 0 予算額

地 方 債 地 方 債 地 方 債

88令和４年度　事務事業評価シート
（様式１）

国 県 支 出 金

一 般 財 源 600 一 般 財 源 一 般 財 源

そ の 他 特 財 そ の 他 特 財

年度 令和４年度 令和５年度 令和６年度

そ の 他 特 財

事業内容

今後松養へ通学する生徒が増えていく予定のた
め、松養と送迎場所等について協議し社協の委
託料を調整していく。

単位目標値 単位 単位



【朝日村第６次総合戦略】 5 2 4

：

：

：

【事業の実績】 Ｄｏ

【事業の評価】 Ｃｈｅｃｋ 【事業の改善・方向性】 Ａｃｔｉｏｎ

④ ② ➀

③ ⑤

⑥

⑦

【事業の計画】 Ｐｌａｎ

手数料細節名称福祉医療費医療機関事務手数料

担当者 係長

Ａ

Ｂ

Ａ

Ａ

Ａ

② ②

活動指標

事業費

①福祉医療費医療機関事務手数料 734,000 ①福祉医療費医療機関事務手数料 778,000

予算科目 款 '03 項 '01 目

手 段
医療機関が受給者の医療費のデータ（福祉医療用レセプト）を作成し、審査支払機関にて受付・審
査後、役場福祉医療システムを通じて受給者の指定口座に振り込む。手数料は1件につき195円
で年１回実績件数に応じて支払い。

事務事業の
主な業務

令和２年度 事業費 令和３年度 事業費 令和４年度

②

2 年度 所 管 課

③ ③ ③

基本戦略 ２．一人一人が活躍できる村をつくります

重点目標 ５．誰もが活躍できる社会環境づくり

主要施策 ５－２．障がいにかかわらず自分らしい生活や活躍ができる社会環境をつくります

対 象 福祉医療受給者（自動給付）　※現物給付方式の受給者は併用レセプトのため手数料はかからない 補助単独 単独

住民福祉課

事 業 名 称

概 要

目 的
医療機関が受給者の医療費のデータ（福祉医療用レセプト）を審査支払機関に提出することで、自
動的に支給することができ、受給者が窓口で支給申請を行う負担をなくすための手数料

経費区分 経常

'05 開始年度

新/継 継続

目 標 年間レセプト件数3500件

➀

293
（
内
訳

）

国 県 支 出 金

④ ④ ④

目標実績値 レセプト件数3763件 単位 レセプト件数3992件

そ の 他 特 財

一 般 財 源 441 一 般 財 源 778 一 般 財 源

（
内
訳

）

国 県 支 出 金

地 方 債 地 方 債 地 方 債

そ の 他 特 財

国 県 支 出 金

・事業の休止・廃止した場合の影響 維持 ✔

効率性

・経費は適正、必要最小限であるか

財源

（千円）

決算額 決算額 決算額

（
内
訳

）

322

単位 単位

そ の 他 特 財

取組内容
と成果

福祉医療受給者の福祉医療用レセプト3763件
（うち県単3012件、村単751件）が作成され、国
保連を通じて受給者に自動的に支給することが
できた。（県単分は２分の１補助となる）

福祉医療受給者の福祉医療用レセプト3992件
（うち県単3301件、村単691件）が作成され、国
保連を通じて受給者に自動的に支給することが
できた。（県単分は２分の１補助となる）

・行政が行う必要の度合い 縮小

課題

医療機関の作成ミス等により返戻となるレセプト
を適正に管理していく必要がある。
（R2年度返戻件数　７件）

医療機関の作成ミス等により返戻となるレセプト
を適正に管理していく必要がある。
（R３年度返戻件数　３件）

区分 項目 今後の方向性

評
価
の
視
点

必要性

・目標達成等により、必要性が希薄

成
果

拡大

・最良の手段・手法であるか 皆減 縮小 維持 拡大

・他事業との連携・調整は図られているか

休止・廃止

コスト

Ａ

A：計画どおりに事業を進めることが適当

Ａ Ａ協働性

・住民等への協力・理解が図られているか B：事業の進め方の改善の検討

・住民等との役割分担がされているか

妥当性

・他計画との整合性はあるか 総合評価

・受益者負担の有無、適正であるか 区分 担当者 係長

・特定の個人・団体へ受益が偏っていないか

Ａ

Ａ

C：事業規模・内容・主体の見直し検討

・民間等へ移管可能か、検討されているか D：事業の統合・休廃止の検討

0

（
内
訳

）

国 県 支 出 金 459
（
内
訳

）

国 県 支 出 金
（
内
訳

）

財源

（千円）

予算額 612 予算額 0 予算額

地 方 債 地 方 債 地 方 債

89令和４年度　事務事業評価シート
（様式１）

国 県 支 出 金

一 般 財 源 153 一 般 財 源 一 般 財 源

そ の 他 特 財 そ の 他 特 財

年度 令和４年度 令和５年度 令和６年度

そ の 他 特 財

事業内容

引き続き、福祉医療受給者の医療費が福祉医
療用レセプトとして作成され、国保連を通じて受
給者に自動的に支給できるよう、国保連と契約
を行う。
予定件数　3700件　（県単3100件、村単600件）

引き続き、福祉医療受給者の医療費が福祉医
療用レセプトとして作成され、国保連を通じて受
給者に自動的に支給できるよう、国保連と契約
を行う。
予定件数　3900件　（県単3300件、村単600件）

単位目標値 レセプト件数3700件 単位 レセプト件数3900件 単位



【朝日村第６次総合戦略】 5 2 4

：

：

：

【事業の実績】 Ｄｏ

【事業の評価】 Ｃｈｅｃｋ 【事業の改善・方向性】 Ａｃｔｉｏｎ

④ ② ➀

③ ⑤

⑥

⑦

【事業の計画】 Ｐｌａｎ

委託料細節名称福祉医療費審査集計機関事務委託料

担当者 係長

Ａ

Ｂ

Ａ

Ａ

Ａ

② ②

活動指標

事業費

➀福祉医療費審査集計機関事務手数料 424,000 ➀福祉医療費審査集計機関事務手数料 475,000

予算科目 款 '03 項 '01 目

手 段
医療機関がレセプトを審査支払機関（国保連）に提出し、内容について審査を行う。年３回（前期・後期・
精算払い）実績件数に応じて委託料を支払う

事務事業の
主な業務

令和２年度 事業費 令和３年度 事業費 令和４年度

②

2 年度 所 管 課

③ ③ ③

基本戦略 ２．一人一人が活躍できる村をつくります

重点目標 ５．誰もが活躍できる社会環境づくり

主要施策 ５－２．障がいにかかわらず自分らしい生活や活躍ができる社会環境をつくります

対 象 福祉医療受給者（自動給付対象者、現物給付対象者） 補助単独 単独

住民福祉課

事 業 名 称

概 要

目 的
医療機関が作成した福祉医療用データ（レセプト）について、審査支払機関（国保連・支払基金）が内容
を審査し、適正な支給を行うための委託料

経費区分 経常

'05 開始年度

新/継 継続

目 標 年間支給件数8800件

➀

111
（
内
訳

）

国 県 支 出 金

④ ④ ④

目標実績値 レセプト件数8807件 単位 レセプト件数9890件

そ の 他 特 財

一 般 財 源 313 一 般 財 源 475 一 般 財 源

（
内
訳

）

国 県 支 出 金

地 方 債 地 方 債 地 方 債

そ の 他 特 財

国 県 支 出 金

・事業の休止・廃止した場合の影響 維持 ✔

効率性

・経費は適正、必要最小限であるか

財源

（千円）

決算額 決算額 決算額

（
内
訳

）

188

単位 単位

そ の 他 特 財

取組内容
と成果

支給対象となるレセプトのうち
・自動給付分（国保連）＠25円×3763件
・現物給付分（国保連）＠62円×1039件
・現物給付分（支払基金・医科歯科）＠73.1×2941件
・現物給付分（支払基金・調剤）＠37.2×1064件
の適正な給付を行うことができた

支給対象となるレセプトのうち
・自動給付分（国保連）＠25円×3992件
・現物給付分（国保連）＠62円×1329件
・現物給付分（支払基金・医科歯科）＠73.1×
3428件
・現物給付分（支払基金・調剤）＠37.2×1141件
の適正な給付を行うことができた

・行政が行う必要の度合い 縮小

課題

自庁の福祉医療システムと突合し、返戻となるレセプ
トを適正に管理していく必要がある。
（R2年度返戻件数　７件）

自庁の福祉医療システムと突合し、返戻となるレ
セプトを適正に管理していく必要がある。
（R2年度返戻件数　３件）

区分 項目 今後の方向性

評
価
の
視
点

必要性

・目標達成等により、必要性が希薄

成
果

拡大

・最良の手段・手法であるか 皆減 縮小 維持 拡大

・他事業との連携・調整は図られているか

休止・廃止

コスト

Ａ

A：計画どおりに事業を進めることが適当

Ａ Ａ協働性

・住民等への協力・理解が図られているか B：事業の進め方の改善の検討

・住民等との役割分担がされているか

妥当性

・他計画との整合性はあるか 総合評価

・受益者負担の有無、適正であるか 区分 担当者 係長

・特定の個人・団体へ受益が偏っていないか

Ｂ

Ａ

C：事業規模・内容・主体の見直し検討

・民間等へ移管可能か、検討されているか D：事業の統合・休廃止の検討

0

（
内
訳

）

国 県 支 出 金 120
（
内
訳

）

国 県 支 出 金
（
内
訳

）

財源

（千円）

予算額 450 予算額 0 予算額

地 方 債 地 方 債 地 方 債

90令和４年度　事務事業評価シート（様式１）

国 県 支 出 金

一 般 財 源 330 一 般 財 源 一 般 財 源

そ の 他 特 財 そ の 他 特 財

年度 令和４年度 令和５年度 令和６年度

そ の 他 特 財

事業内容

引き続き、適正な支給ができるよう国保連、支払い基
金と契約を行う。
予定件数　8900件

引き続き、適正な支給ができるよう国保連、支払
い基金と契約を行う。
予定件数　9800件

単位目標値 レセプト件数8900件 単位 レセプト件数9800件 単位



【朝日村第６次総合戦略】 5 2 4

：

：

：

【事業の実績】 Ｄｏ

【事業の評価】 Ｃｈｅｃｋ 【事業の改善・方向性】 Ａｃｔｉｏｎ

④ ② ➀

③ ⑤

⑥

⑦

【事業の計画】 Ｐｌａｎ

扶助費細節名称重度心身障害者福祉医療給付

担当者 係長

Ａ

Ｂ

Ａ

Ａ

Ａ

② ②

活動指標

事業費

➀　重度心身福祉医療費（扶助費） 15,309,000 ➀　重度心身福祉医療費（扶助費） 15,905,000

予算科目 款 '03 項 '01 目

手 段
福祉医療受給者が医療機関の窓口で受給者証を提示し、医療費を支払うと、審査支払機関を通じ
て医療費データが送付され、指定の口座に自己負担分５００円を控除した額を振り込む（自動給付
方式）

事務事業の
主な業務

令和２年度 事業費 令和３年度 事業費 令和４年度

②

2 年度 所 管 課

③ ③ ③

基本戦略 ２．一人一人が活躍できる村をつくります

重点目標 ５．誰もが活躍できる社会環境づくり

主要施策 ５－２．障がいにかかわらず自分らしい生活や活躍ができる社会環境をつくります

対 象 障害者手帳所持者（身体１～３級、療育A１～B2、精神１、２級）自立支援医療受給者、国民年金別表該当者 補助単独 単独

住民福祉課

事 業 名 称

概 要

目 的 障がいがある方の医療費を助成することにより、経済的支援を行い、福祉の向上を図る 経費区分 経常

'05 開始年度

新/継 継続

目 標 年間支給件数3500件

➀

6,254
（
内
訳

）

国 県 支 出 金

④ ④ ④

目標実績値 レセプト件数3566件 単位 レセプト件数3835件

そ の 他 特 財

一 般 財 源 9,055 一 般 財 源 15,905 一 般 財 源

（
内
訳

）

国 県 支 出 金

地 方 債 地 方 債 地 方 債

そ の 他 特 財

国 県 支 出 金

・事業の休止・廃止した場合の影響 維持 ✔

効率性

・経費は適正、必要最小限であるか

財源

（千円）

決算額 決算額 決算額

（
内
訳

）

6,103

単位 単位

そ の 他 特 財

取組内容
と成果

重度心身障害者福祉医療費のうち
・県単分　2306件　（支給金額　12,508,161円）
・村単分　1260件　（支給金額　　2,801,334円）
を支給することができた。

重度心身障害者福祉医療費のうち
・県単分　3127件　（支給金額　12,206,898円）
・村単分　  708件　（支給金額　 3,697,590円）
を支給することができた。

・行政が行う必要の度合い 縮小

課題

毎年８月に更新となっており、所得審査があるた
め未申告の方へ適正な所得を申告していただく
ようご案内する

毎年８月に更新となっており、所得審査があるた
め未申告の方へ適正な所得を申告していただく
ようご案内する

区分 項目 今後の方向性

評
価
の
視
点

必要性

・目標達成等により、必要性が希薄

成
果

拡大

・最良の手段・手法であるか 皆減 縮小 維持 拡大

・他事業との連携・調整は図られているか

休止・廃止

コスト

Ａ

A：計画どおりに事業を進めることが適当

Ａ Ａ協働性

・住民等への協力・理解が図られているか B：事業の進め方の改善の検討

・住民等との役割分担がされているか

妥当性

・他計画との整合性はあるか 総合評価

・受益者負担の有無、適正であるか 区分 担当者 係長

・特定の個人・団体へ受益が偏っていないか

Ｂ

Ａ

C：事業規模・内容・主体の見直し検討

・民間等へ移管可能か、検討されているか D：事業の統合・休廃止の検討

0

（
内
訳

）

国 県 支 出 金 6,000
（
内
訳

）

国 県 支 出 金
（
内
訳

）

財源

（千円）

予算額 16,000 予算額 0 予算額

地 方 債 地 方 債 地 方 債

91令和４年度　事務事業評価シート
（様式１）

国 県 支 出 金

一 般 財 源 10,000 一 般 財 源 一 般 財 源

そ の 他 特 財 そ の 他 特 財

年度 令和４年度 令和５年度 令和６年度

そ の 他 特 財

事業内容

引き続き、重度心身障害者福祉医療受給者の方
へ福祉医療費の給付を通じて経済的支援を行
う。

引き続き、重度心身障害者福祉医療受給者の方
へ福祉医療費の給付を通じて経済的支援を行
う。

単位目標値 支給件数3600件 単位 支給件数3800件 単位


